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＜改定事項＞ 

①急な気象状況の悪化等があった場合の通所介護費等の所要時間の取扱いの明確化・１ 

②身体的拘束等の適正化の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 
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⑪特別地域加算、中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間地域に居住する者へのサービス提供加算の
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①急な気象状況の悪化等があった場合の通所介護費等の所要時間の取扱いの明確化 

 

 
 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.1）より 
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②身体的拘束等の適正化の推進 
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③通所介護・地域密着型通所介護における認知症加算の見直し 

 

【留意事項】 

認知症加算（新設部分） 

⑧「認知症ケアに関する事例の検討や技術的指導に係る会議」は、テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報

の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」

等を遵守していること。 

 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.1）問 17～問 24 参照 

令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.3）問 4 参照 
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④リハビリテーション・個別機能訓練、口腔管理、栄養管理に係る一体的計画

書の見直し 

 
【厚生労働省通知を参照】 

 リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について（ 令和

６年３月 15 日付） 

  

⑤通所介護等における入浴介助加算の見直し 
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※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.1）問 60～問 63】参照 

【留意事項】 

入浴介助加算について 

ア 入浴介助加算(Ⅰ)について 

① 入浴介助加算Ⅰは、入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合について算定されるものである（大

臣基準告示第14号の５）が、この場合の「観察」とは、自立生活支援のための見守り的援助のことであ

り、利用者の自立支援や日常生活動作能力などの向上のために、極力利用者自身の力で入浴し、必要に

応じて介助、転倒予防のための声かけ、気分の確認などを行うことにより、結果として、身体に直接接

触する介助を行わなかった場合についても、加算の対象となるものであること。なお、この場合の入浴

には、利用者の自立生活を支援する上で最適と考えられる入浴手法が、部分浴（シャワー浴含む）等で

ある場合は、これを含むものとする。 

② 入浴介助に関する研修とは、入浴介助に関する基礎的な知識及び技術を習得する機会を指すものと

する。 

③ 地域密着型通所介護計画上、入浴の提供が位置付けられている場合に、利用者側の事情により、入

浴を実施しなかった場合については、加算を算定できない。 

イ 入浴介助加算(Ⅱ)について 

① ア①から③までを準用する。この場合において、ア①の「入浴介助加算(Ⅰ)」は、「入浴介助加算

(Ⅱ)」に読み替えるものとする。 

② 入浴介助加算(Ⅱ)は、利用者が居宅において、自身で又は家族若しくは居宅で入浴介助を行うこと

が想定される訪問介護員等（以下⑻において「家族・訪問介護員等」という。）の介助によって入浴が

できるようになることを目的とし、以下ａ～ｃを実施することを評価するものである。なお、入浴介助
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加算(Ⅱ)の算定に関係する者は、利用者の状態に応じ、自身で又は家族・訪問介護員等の介助により尊

厳を保持しつつ入浴ができるようになるためには、どのような介護技術を用いて行うことが適切である

かを念頭に置いた上で、ａ～ｃを実施する。 

ａ 医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士若しくは介護支援専門員又は利用者の動作及び浴室

の環境の評価を行うことができる福祉用具専門相談員、機能訓練指導員、地域包括支援センターの

職員その他住宅改修に関する専門的知識及び経験を有する者（以下、「医師等」という。）が利用

者の居宅を訪問（個別機能訓練加算を取得するにあたっての訪問等を含む。）し、利用者の状態を

ふまえ、浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を評価する。その際、当該利用者の居宅を

訪問し評価した者が、入浴に係る適切な介護技術に基づいて、利用者の動作を踏まえ、利用者自身

で又は家族・訪問介護員等の介助により入浴を行うことが可能であると判断した場合、指定地域密

着型通所介護事業所に対しその旨情報共有する。また、当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、

指定地域密着型通所介護事業所の従業者以外の者である場合は、書面等を活用し、十分な情報共有

を行うよう留意すること。 

(※) 当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、入浴に係る適切な介護技術に基づいて、利用者の

動作を踏まえ、利用者自身で又は家族・訪問介護員等の介助により入浴を行うことが難しいと判断

した場合は、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員又は指定福祉用具貸与事業所若しくは指定

特定福祉用具販売事業所の福祉用具専門相談員と連携し、利用者及び当該利用者を担当する介護支

援専門員等に対し、福祉用具の貸与若しくは購入又は住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行

う。 

なお、医師等が訪問することが困難な場合には、医師等の指示の下、介護職員が居宅を訪問し、情

報通信機器等を活用して把握した浴室における利用者の動作及び浴室の環境を踏まえ、医師等が評

価及び助言を行うこともできることとする。ただし、情報通信機器等の活用については、当該利用

者等の同意を得なければならないこと。また、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係

事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの

安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

ｂ 指定地域密着型通所介護事業所の機能訓練指導員等が共同して、利用者の居宅を訪問し評価した

者との連携の下で、当該利用者の身体の状況や訪問により把握した利用者の居宅の浴室の環境等を

踏まえた個別の入浴計画を作成する。なお、個別の入浴計画に相当する内容を地域密着型通所介護

計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別の入浴計画の作成に代えることができるものと

する。 

ｃ ｂの入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境にて、入浴介助を行う。な

お、利用者の居宅の浴室の状況に近い環境については、大浴槽等においても、手すりなど入浴に要

する福祉用具等を活用し、浴室の手すりの位置や使用する浴槽の深さ及び高さ等を踏まえることで、

利用者の居宅の浴室環境の状況を再現していることとして差し支えないこととする。また、入浴介

助を行う際は、関係計画等の達成状況や利用者の状態をふまえて、自身で又は家族・訪問介護員等

の介助によって入浴することができるようになるよう、必要な介護技術の習得に努め、これを用い

て行われるものであること。なお、必要な介護技術の習得にあたっては、既存の研修等を参考にす

ること。 
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⑥科学的介護推進体制加算の見直し 
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※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.1） 
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⑦アウトカム評価の充実のための ADL 維持等加算の見直し 

 

【留意事項】 

ＡＤＬ維持等加算について 

① ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、BarthelIndexを用いて行うものとする。 

② 大臣基準告示第16号の２イ⑵における厚生労働省へのＡＤＬ値の提出は、ＬＩＦＥを用いて行うこ

ととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関

連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者の状

態に応じた個別機能訓練計画の作成（Plan）、当該計画に基づく個別機能訓練の実施（Do）、当該実施

内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた当該計画の見直し・改善（Action）の一連のサイクル（Ｐ

ＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管理を行うこと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、適宜

活用されるものである。 

③ 大臣基準告示第16号の２イ⑶及びロ⑵におけるＡＤＬ利得は、評価対象利用開始月の翌月から起算

して６月目の月に測定したＡＤＬ値から、評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値を控除して得た値に、

次の表の上欄の評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値に応じてそれぞれ同表の下欄に掲げる値を加え

た値を平均して得た値とする。  

ＡＤＬ値が０以上２５以下 １ 

ＡＤＬ値が３０以上５０以下 １ 

ＡＤＬ値が５５以上７５以下 ２ 
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ＡＤＬ値が８０以上１００以下 ３ 

④ ハにおいてＡＤＬ利得の平均を計算するに当たって対象とする者は、ＡＤＬ利得の多い順に、上位

100分の10に相当する利用者（その数に１未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。）

及び下位100分の10に相当する利用者（その数に１未満の端数が生じた 

ときは、これを切り捨てるものとする。）を除く利用者（以下この⑿において「評価対象利用者」という。）

とする。 

⑤ 加算を取得する月の前年の同月に、基準に適合しているものとして市町村長に届け出ている場合は、

届出の日から 1 2 月後までの期間を評価対象期 間とする。 

⑥ 令和６年度については、令和６年３月以前よりＡＤＬ維持等加算(Ⅱ)を算定している場合、ＡＤＬ

利得に関わらず、評価対象期間の満了日の属する月の翌月から12月に限り算定を継続することができる。 

 

⑧外国人介護人材に係る人員配置基準上の取扱いの見直し 
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⑨介護職員の処遇改善 

 

※厚生労働省 HP 介護職員等処遇改善加算等に関するＱ＆Ａ参照 
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⑩通所介護、地域密着型通所介護における個別機能訓練加算の人員配置要件の

緩和及び評価の見直し 
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【留意事項】 

個別機能訓練加算 

個別機能訓練加算は、専ら機能訓練を実施する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復

師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療

法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を

配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）（以下３の２において「理

学療法士等」という。）を配置し、機能訓練指導員等が共同して、利用者ごとに心身の状態や居宅の環境を

ふまえた個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき計画的に機能訓練を行うことで、利用者の生活機

能（身体機能を含む。以下⑾において同じ。）の維持・向上を図り、住み慣れた地域で居宅において可能な

限り自立して暮らし続けることを目指すため設けられたものである。 

本加算の算定にあたっては、加算設置の趣旨をふまえた個別機能訓練計画の作成及び個別機能訓練が実施

されなければならない。 

 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ、個別機能訓練加算(Ⅱ)は省略。 

①個別機能訓練加算(Ⅰ)ロ 

・個別機能訓練加算(Ⅰ)ロを算定する際の人員配置 

(Ⅰ)イの専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配置することに加えて、専ら機

能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配置すること。この場合において、例えば１週間

のうち特定の時間だけ、(Ⅰ)イの要件である専ら機能訓練を実施する理学療法士等を１名に加え、さらに

(Ⅰ)ロの要件である専ら機能訓練を実施する理学療法士等を１名以上配置している場合は、その時間にお

いて理学療法士等から直接訓練の提供を受けた利用者のみが当該加算の算定対象となる。 

ただし、この場合、当該加算を算定できる人員体制を確保している曜日はあらかじめ定められ、利用者や

居宅介護支援事業者に周知されている必要がある。 

なお、指定地域密着型通所介護事業所の看護職員が当該加算に係る機能訓練指導員の職務に従事する場合

には、当該職務の時間は、指定地域密着型通所介護事業所における看護職員としての人員基準の算定に含

めない。 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.1）問 53～問 58 参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                 

- 15 - 
 

⑪特別地域加算、中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間地域に居住する 

者へのサービス提供加算の対象地域の明確化 

 
 

⑫通所系サービスにおける送迎に係る取扱いの明確化 

 

 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.1）問 65～問 67 を参照】 


